
調達公告 

公募型プロポーザル方式により、業務の受注者を選定するので、次のとおり公告する。 

 

令和６年７月17日 

鳥取県政策戦略本部政策戦略局関西本部長 森本 誠人 

 

１ 業務の概要 

(１) 業務の名称 

大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務 

(２) 業務の内容 

2025年日本国際博覧会（以下、「大阪・関西万博」という。）において、関西広域連合が設置す

るパビリオン（以下、「関西パビリオン」という。）内の鳥取県展示スペース（以下、「鳥取県ゾ

ーン」という。）について、令和５年度に「大阪・関西万博鳥取県ゾーン等展示基本計画書」（以

下、「基本計画書」という。）を策定し、大阪・関西万博鳥取県ゾーン展示等設計業務委託により設

計を行っている。 

本業務は、上記の基本計画書等に基づき、鳥取県ゾーンへの来場者が安全で快適に展示体験がで

きるよう運営計画等を策定するとともに、円滑に運営するための運営事務局を設置し、大阪・関西

万博会期前の準備及び会期中の運営等を行う。 

詳細は、別添１「大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務委託仕様書」（以下、「仕様書」

という。）による。 

(３) 業務期間 

契約締結日から令和８年３月２０日（金）まで 

(４) 委託上限額 

金244,338千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

［年度別上限額］ 

令和６年度 40,637千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

令和７年度 203,701千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

２ 参加資格要件 

 この公募型プロポーザルに参加できる者は、単独企業又は本業務受託のために結成された共同企業

体（ＪＶ）とし、それぞれ次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

(１) 単独企業 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

イ 令和３年鳥取県告示第457号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約の競争

入札参加者の資格審査の申請手続等について）に基づく競争入札参加資格を有するとともに、

その業種区分が「イベント・広告・企画」の「イベント企画・運営」に登録されている者で

あること。 

ウ 本件調達の公告日から大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務公募型プロポーザル参

加資格確認書兼参加申込書提出日までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争入札参

加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月 17 日付出第 157 号）第３条第１項の規定による

指名停止措置を受けていない者であること。 

エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又

は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者

でないこと。 

オ 鳥取県内に本店、支店、営業所又はその他の事業所（以下、「県内事業所」という。）を有

していること。 



カ 過去10年間（平成26年度以降）に、国または地方公共団体のいずれかから受託した運営期

間が30日間以上の類似の業務を行った実績を有すること。（類似の業務とは、イベント、展

示会 等における展示物の運営等を指す。） 

(２) 共同企業体（ＪＶ） 

ア 共同企業体のすべての構成員が、法人格を有すること。 

イ 共同企業体の構成員のうち、いずれかの者が前号のイ、オ、カの要件を全て満たしているこ

と。 

ウ 共同企業体の全ての構成員が前号のア、ウ、エの要件を全て満たしていること。 

エ 各構成員が、本件入札に参加する単独事業者又は他の共同企業体の構成員でないこと。 

 

３ 参加申込書等の提出 

この公募型プロポーザルに参加しようとする者は企画提案書の提出に先立ち、次に定めるとこ

ろにより参加申し込みを行うものとする。 

（１）提出書類（各１部） 

ア公募型プロポーザル参加資格確認書兼参加申込書（様式１） 

イ会社概要 

 任意様式とするが、概要には「会社名」、「代表者職・氏名」、「本社所在地」、「県内事業所の有

無及び県内事業所の所在地」、「資本金」、「従業員数」、「設立年」、「会社の主な業務内容」及び「特

記事項」を含むものとする。なお、共同企業体（ＪＶ）にあっては、構成事業者すべてのものを

記載すること。 

（２）提出方法 

郵便等または持参によること。ただし、郵便等による場合は、書留郵便（親展と明記すること。）

又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規

定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの（親展と明記すること。）によることとし、ファ

クシミリ及び電子メールによる提出は受け付けない。 

※持参の場合の受付時間は、令和６年７月17日（火）から同月24日（水）までの日（日曜日及

び土曜日を除く。）の午前８時30分から午後５時15分まで。 

(３)提出期限 

令和６年７月24日（水）午後５時15分まで 

※提出期限後に到着した書類は無効とする。 

（４）提出場所 

５の場所に提出すること。 

（５）資格審査 

  （１）から（４）までの定めにより提出のあった書類を審査の上、この公募型プロポーザルへの

参加資格の有無を確認し、その結果を令和６年７月26日（金）までに通知する。 

 

４ 企画提案書の作成、提出等 

企画提案書は次に定めるところにより作成し、５の場所に提出すること。 

(１) 提出書類 

ア 大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務企画提案書（様式２） 

(ア) 提出部数：【社名の記載があるもの】正本１部（添付書類も同様） 

【社名を伏せたもの】  正本１部、副本10部（添付書類も同様） 

(イ) 企画提案資料は、Ａ４サイズとする。縦横及びページ数は問わない。 

(ウ) 企画提案の内容を理解するために参考となる書類（様式任意）を添付すること。 

イ 見積書 

   任意様式とするが、消費税及び地方消費税の額を含めた見積金額を記載することとし、課税



事業者にあっては、内訳として消費税及び地方消費税の額を記載すること。 

また、デジタルクーポンの運営、AR機器のメンテナンスについては、運営等に係る費用とし

て10,000千円（消費税及び地方消費税を含む）を計上すること。 

   また、見積金額の積算内訳が分かる資料を添付すること。 

  なお、１の（４）に示す予算額を超える見積書は無効とする。 

＜共同事業体にあっては次の書類を追加＞ 

ウ 共同事業体協定書（予定案で可、様式任意） 

エ 構成事業者の業務分担のわかるもの 

(２) 提出方法 

郵便等または持参によること。ただし、郵便等による場合は、書留郵便（親展と明記すること。）

又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する

一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの（親展と明記すること。）によることとし、ファク

シミリ及び電子メールによる提出は受け付けない。 

※持参の場合の受付時間は、令和６年７月 17 日（火）から同年８月７日（水）までの日（日曜日

及び土曜日を除く。）の午前８時30分から午後５時15分まで。 

(３) 提出期限 

令和６年８月7日（水）午後５時15分まで 

※提出期限後に到着した書類は無効とする。 

 

５ 書類の提出先及び問合せ先 

〒680-8570 鳥取県鳥取市東町一丁目220 

  鳥取県政策戦略本部政策戦略局関西本部万博推進室（総合統括課内） 

  電話 0857-26-8873 ファクシミリ 0857-26-8121 

電子メール banpaku-suishin@pref.tottori.lg.jp 

 

６ 審査方法 

(１) 提出された企画提案等について、別添２「大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務委託審

査要領」（以下、「審査要領」という。）に基づき大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務

委託プロポーザル審査会（以下、「審査会」という。）を設置する。 

(２) 審査会は５名（２名以上の鳥取県職員以外の学識経験者を含む。）の審査員で構成する。 

(３) 審査員は審査要領に基づき、企画提案資料等の内容を審議し、最も優れた企画提案をした者を最

優秀提案者として選定する。 

(４) 審査は書類審査とする。なお、提案者に対しては、必要に応じて追加資料の提出、プレゼンテー

ションの実施等の対応を依頼する場合もある。 

(５) この公募型プロポーザルに関して、審査会の審査員又はその予定者に対し事前に働きかけ等を行

った者は、企画提案資料等の内容にかかわらず失格とする。 

(６) 審 査 結 果 は 、 鳥 取 県 政 策 戦 略 本 部 政 策 戦 略 局 関 西 本 部 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.pref.tottori.lg.jp/kansaioffice/)で公表するとともに、提案者全員に通知す

る。 

 

７ 契約の締結 

６により最優秀提案者として選定された者と契約締結の協議のうえ、契約を締結するための見積書

を徴して契約を締結する。この協議には、企画提案資料の趣旨を逸脱しない範囲内での内容の変更の

協議も含む。協議が不調のときは、６により順位付けられた上位の者から順に契約締結の協議を行う。 

 

８ 契約保証金  



契約の相手方（以下、「受託者」という。）は、契約保証金として契約金額の 100 分の 10 以上の金

額を納付しなければならない。この場合において、鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号。

以下「会計規則」という。）第113条第１項に定める担保の提供をもって契約保証金の納付に代えるこ

とができる。 

なお、会計規則第112条第４項の規定により、契約保証金の全部又は一部を免除する場合がある。 

 

９ スケジュール 

  令和６年７月１７日（水）      プロポーザル公募開始 

      ７月２４日（水）   参加資格確認書兼参加申込書期限提出期限 

      ７月２６日（金）   参加資格の有無の通知 

７月２９日（月）     質問書提出期限 

８月７日（水）      企画提案資料提出期限 

８月上旬       審査会開催（書類審査） 

８月中旬       審査結果の通知、公表 

８月中旬以降     契約締結の協議及び見積依頼 

８月下旬以降     契約締結 

 

10 その他 

（１）企画提案資料の無効 

   ２の参加資格のない者が提出した企画提案資料及び虚偽の記載がなされた企画提案資料は、無

効とする。 

（２）参加費用 

   この公募型プロポーザルへの参加に要する一切の費用は、提案者の負担とする。 

（３）著作権の取扱い 

   委託者は提案者に対して、企画提案資料等一式に係る著作権の使用に係る一切の対価を支払わ

ない。 

（４）企画提案資料等一式の返却 

   企画提案資料等一式は、原則返却しない。 

（５）詳細は、大阪・関西万博・鳥取県ゾーン設置運営等業務公募型プロポーザル実施要領及び仕様

書による。 


